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技術紹介14 地方小規模自治体におけるスマートシティ実行計画の立案 

 

近年、我が国の都市計画(まちづくり)においては、社会経済情勢の変化に伴い、少子高齢化や過疎化、人手不足、厳しい財政制約

等の課題が顕在化する中、IoT 等の新技術やビックデータを活かし、スマートシティの実現に向けた取組みを推進することが求め

られている。これらを受け、国土交通省都市局により早期の事業化を促進していくモデル(重点事業化促進プロジェクト)の一つと

して M 町が選定された。M 町は過疎化や少子高齢化が引き起こす問題や南海トラフ地震による津波災害リスク等の地域課題を抱

えており、IoT 等の先進的技術の導入方策の検討が求められている。本稿では、M 町スマートシティ実行計画を立案するうえで、

弊社が取組んだ事例を紹介する。 
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1.はじめに 

近年、我が国の都市においては、社会経済情勢の変化

に伴い、少子高齢化、人手不足、厳しい財政制約等の課

題が顕在化する中、IoT 等の新技術やビックデータ(以下

「先進的技術」という)を活かし、住民生活の質の向上や

行財政の縮減・効率化を図り、都市・地域が抱える課題

解決につなげるスマートシティの実現に向けた取組み

を推進することが求められている。これらを受け、国土

交通省都市局により早期事業化を促進していくモデル

として M 町が選定された。M 町は人口流出で過疎化や

少子高齢化が進んでおり、日本の地域社会が抱える課題

の縮図といえる。しかしながら、町内全域に整備されて

いる高速ブロードバンド網を活かしてサテライトオフ

ィスの誘致や災害時に通信が遮断されない「止まらない

通信網※(図-1)」の実証実験等、地域課題の解決に取組ん

でいる。そこで、本稿では、「低コストで実装性の高い小

規模自治体向けの課題解決型スマートシティ」を実現す

るための手法を検討し、都市課題の整理及び問題解決に

向けた先進的技術の活用方策の検討について紹介する。 
 

※災害時に既存通信手段が障害や輻輳により遮断され、電話やイン

ターネットが使用できなくなる代替として、LPWA と BLE を組

み合わせた自律分散型 IoTメッシュネットワーク網を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 止まらない通信網 

 

2.存在した課題 

2-1. 地域課題の把握 

M 町の人口は 2020年 12月現在で 6,433人、高齢化率

48％に達し、全国平均の高齢化率 29％1)より、大きく上

回っている。また、人口推計によると 2025 年には 50％

を超える超高齢社会の最先端の自治体の一つである。一

方、徳島県が公表したM町における地震被害想定 2)およ

び津波浸水想定は「震度 6 強～7、津波到達まで最短 10

分、最大津波高 20.9m(A地域、徳島県最大)」であり津波

災害リスクを有している（図-2）。また、内陸部の農村集

落、沿岸部の漁業集落、市街地では、人口規模や産業等

の社会条件が地域毎に異なることが課題である。そのた

め、地域の類型化、地域毎の課題を整理し、効果的・効

率的に先進的技術の導入を実施する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 津波浸水想定区域（M町A地域） 

2-2.小規模自治体向けスマートシティの構築 

前述(2-1)の通り、M町は南海トラフ地震による津波被

害は甚大であり、防災・減災対策が急務となっている。

このため、災害時にも通信が遮断されない「止まらない

通信網」の取組みを始めた。また、サテライトオフィス

進出企業の技術を活用して IoT 網を構築し、災害時の住

民の正確な情報提供や要避難支援者の状況把握を可能

とした。既存の技術の活用により、低コストを実現し災
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害時のみならず平常時の高齢者や児童の見守りサービ

ス等にも取組み始めた。これらの先進的な実証実験が評

価・認知され、更なる IoT を活用した新技術を持つ企業

等が集積してコンソーシアムが組織された。今後、止ま

らない通信網を全町に展開し、「低コストで実装性の高

い地方小規模自治体向けの課題解決型スマートシティ」

の実現に向け、コンソーシアム各社の技術をどのように

まちづくりに活かすかが重要である。そして地域の課題

解決に結び付け、技術重視から課題重視に変えることが、

実行計画を立案するうえで弊社に求められた課題であ

る。 

3.解決する技術 

3-1. 12地域カルテ作成による地域課題の把握 

地域毎に効果的・効率的に先進的技術を導入するため

に既存集落単位 12 地域を「内陸部モデル」と「沿岸部

モデル」に類型化（図-3）した。具体的には、南海トラ

フ地震による津波災害、風水害等の自然災害リスク、土

地利用や産業等の社会情勢を現地調査および GIS を用

いて地域毎にカルテを整理して見える化を図った（図-

4）。その結果、内陸部モデルは土砂災害、沿岸部モデル

では津波災害が課題であることが可視化され、先進的技

術導入の対象地域が明確化された。 

 

 

 

 

図-3 内陸部モデルと沿岸部モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 H地域カルテ 

 

表-1 短期的に取り組む先進的技術導入について 

3-2. 先進的技術導入による止まらない通信網の展開  

前述（2-2）の課題解決を図るため、コンソーシアム各 

社が担う技術を課題と結び付け課題解決の施策とした。

それらに KPI(重要業績評価指標)を設定し、目標に向け

て定量化した指標を個別に示した。実装に向けた全体的

な方針については、10 年間のロードマップを策定した

(図-5)。具体的には、短期的に導入する技術（防災分野中

心）、中長期に導入を実現する技術に優先順位をつけ、全

サービスの実運用や他の市町村への横展開まで設定し

た。短期的に導入する先進的技術（表-1）に対しては、

導入技術、取組み方針、設置数量やその考え方等を具体

化した。 

設置箇所については、与条件を設定し、GISを用いて

地図データにマッピングして具現化した。試算された初

期コスト（約 67 百万円）とランニングコスト（年間約

17百万円）の具体的な数値を基に、実装に向けた財源確

保や事業可能性を明確化した。 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 ロードマップ 

4.まとめ 

 南海トラフ地震による津波リスクを有する東海、関西、

四国地方等の沿岸部に位置する自治体の多くは、M町同

様、漁村集落と農村部、また市町村合併による再編等、

元々の文化や習慣・生業が異なる地域が集まってできて

いる。少子高齢化等が進行し、地域毎に課題が異なるた

め、真に住民が求めている課題を解決する IoT 等の新規

技術の導入により、各地域の結びつきを強化することで、

持続可能なまちづくりが進められていくと考える。本稿

がM町スマートシティ事業の一歩を進める一助となり、

さらには他の地域のスマートシティ実行計画のプロト

タイプになれば幸いである。 

参考文献 

1) 2020年9月20日総務省統計局 統計トピックスNO.126より） 

2) 徳島県南海トラフ巨大地震被害想定（2013年 7月、11月） 

 


